
毎
年
度
の
決
算
か
ら
地
方
公
共
団
体
の
財
政

状
況
が
判
断
で
き
る
「
健
全
化
判
断
比
率
」
と

し
て
４
つ
の
指
標
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
、
公
表
し
て
い
ま
す
。

こ
の
指
標
に
よ
っ
て
、
財
政
破
た
ん
を
未
然

に
防
止
し
、
早
期
に
健
全
化
に
向
け
た
対
策
を

講
じ
る
こ
と
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

基
準
は
「
早
期
健
全
化
基
準
」
と
「
財
政
再

生
基
準
」
の
２
つ
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。
財
政

状
況
が
悪
化
し
「
早
期
健
全
化
基
準
」
を
超
え

る
と
、
自
主
的
・
計
画
的
な
改
善
努
力
を
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
著
し
く
悪
化
し

「
財
政
再
生
基
準
」
を
超
え
る
と
、
国
な
ど
の

管
理
下
で
財
政
健
全
化
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

令
和
７
年
度
決
算
か
ら
本
町
の
比
率
を
算
定

し
た
と
こ
ろ
、
全
て
の
比
率
で
基
準
を
下
回
っ

て
お
り
、
健
全
な
状
態
で
あ
る
こ
と
が
分
か
り

ま
す
。

お
金
の
や
り
く
り

お
金
の
や
り
く
り

し
っ
か
り
で
き
て
る
の
？

し
っ
か
り
で
き
て
る
の
？

①
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
な
ど
の
赤
字
を
指
標
化
し
た
比
率

を
い
い
ま
す
。
本
町
は
実
質
黒
字
で
す
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

全
会
計
の
赤
字
と
黒
字
を
合
算
し
、
地
方
公

共
団
体
と
し
て
の
赤
字
の
程
度
を
指
標
化
し
た

比
率
を
い
い
ま
す
。
本
町
は
全
会
計
黒
字
で
す
。

③
実
質
公
債
費
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
元
利
償
還
金
・

準
元
利
償
還
金
（
借
金
の
返
済
額
等
）
を
指
標

化
し
た
比
率
を
い
い
ま
す
。
本
町
の
令
和
７
年

度
比
率
は
５・３
％
で
す
。

④
将
来
負
担
比
率

一
般
会
計
な
ど
の
地
方
債
（
借
入
金
）
の
償

還
額
や
将
来
支
払
っ
て
い
く
可
能
性
の
あ
る
負

担
等
の
現
時
点
で
の
残
高
の
程
度
を
指
標
化
し

た
比
率
を
い
い
ま
す
。
本
町
は
－
（
マ
イ
ナ
ス
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

⑤
資
金
不
足
比
率

公
営
企
業
ご
と
の
資
金
不
足
額
の
事
業
規
模

に
対
す
る
比
率
で
す
。
20
％
が
公
営
企
業
ご
と

の
経
営
健
全
化
基
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。
高
森

町
簡
易
水
道
事
業
会
計
の
資
金
の
不
足
額
は
あ

り
ま
せ
ん
。

①
実質赤字比率

②
連結実質赤字比率

－
（１５. ００）
［２０. ００］

－
（２０. ００）
［３０. ００］

③
実質公債費比率

④
将来負担比率

５．０
（２５. ００）
［３５. ００］

－
（３５０. ０）

［－］

※①・②・④は黒字のため『－』表示
（　）内は早期健全化基準比率
［　］内は財政再生基準比率

企業会計の名称 ⑤
資金不足比率

簡易水道事業会計
－

（２０. ０）

※⑤は資金不足が生じていないため『－』表示
（　）内は経営健全化基準比率

基
金
の
う
ち
財
政
調
整
基
金
は
、
自
治
体
が
財
源
に
余
裕
が

あ
る
年
に
積
み
立
て
、
不
足
す
る
年
に
取
り
崩
す
こ
と
で
財
源

を
調
整
し
、
計
画
的
な
財
政
運
営
を
行
う
た
め
の
貯
金
で
す
が
、

前
年
度
よ
り
約
4
0
0
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

地
方
債
（
借
金
）
の
種
類
に
よ
っ
て
は
、
そ
の
返
済
に
係
る
経

費
の
全
部
、
又
は一部
を
国
が
財
政
措
置
（
交
付
税
措
置
）
す

る
も
の
が
あ
り
ま
す
。

高
森
町
で
は
な
る
べ
く
交
付
税
措
置
の
大
き
い
地
方
債
を
活

用
し
て
い
ま
す
。

地
方
債
（
借
金
）
の
総
額
か
ら
交
付
税
措
置
見
込
額
を
差

し
引
い
た
実
質
的
な
町
負
担
額
は
令
和
7
年
度
時
点
で
約

15
億
3
0
0
万
円
と
な
り
ま
す
。

貯
金（
基
金
）の
残
高
は
？

貯
金（
基
金
）の
残
高
は
？

借
金（
地
方
債
）の
残
高
は
？

借
金（
地
方
債
）の
残
高
は
？

区分 令和7年度末
残高

財政調整基金 25億9,800万円 
減債基金 1,000万円 

農業用水供給事業基金 8億7,400万円 
鉄道経営対策事業基金 4,900万円 

ふるさと応援基金 19億7,100万円 
その他 12億2,600万円 
合　計 67億2,800万円 

財政調整基金残高
■令和５年度　23億9,400万円
■　　６年度　25億7,500万円
■　　７年度　25億9,800万円

区分 令和7年度末
残高

過疎対策事業債 17億7,000万円 
辺地対策事業債 3億7,300万円

教育・福祉施設債 1億300万円
公営住宅建設事業債 0万円

臨時財政対策債 10億4,700万円
その他 18億8,500万円
合　計 51億7,800万円 

実質的な地方債残高推移
　　　　　　　　  実質負担額
■令和５年度　12億3,900万円
■　　６年度　13億4,000万円
■　　７年度　15億300万円

令和8年9月1日令和8年9月1日からから交通ルール交通ルールがが変わります変わります
生活道路の法定速度生活道路の法定速度がが3030km/hkm/h になりますになります

令和8年9月1日から、主に地域住民が日常生活で利用する中央線や車両通行帯のない「生活道路」について、自動車の
法定速度が時速60kmから時速30kmに引き下げられます。

これは、生活道路を利用する歩行者や自転車、子ども、高齢者などの安全を守るためのものです。
※道路標識などで最高速度が指定されている場合は、指定された速度が適用されます。

生活道路では、速度が遅いほど、危険を発見した際に停止するまでの距離を短くすることができます。
ドライバーの皆さんは、これまで以上に周囲の歩行者や自転車などに注意し、「生活道路で

は人が優先」という意識を持って、安全な速度で運転しましょう。
みんなで交通ルールを守り、交通事故のない安全・安心なまちをつくりましょう。

※�詳しくは警察庁ホームページ
をご確認ください。施行日 令和8年9月1日（火）

広報たかもり（7）


